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新
年
度
の
経
済
環
境
は
、
政
府
の
経
済
見
通
し
で
は

実
質
で
０
・
６
％
、
名
目
で
は
マ
イ
ナ
ス
０
・
２
％
の

経
済
成
長
に
な
る
と
見
込
ん
で
お
り
、
デ
フ
レ
下
に
お

い
て
景
気
が
低
迷
す
る
厳
し
い
状
況
が
続
く
こ
と
が
予

想
さ
れ
ま
す
。

こ
う
し
た
中
で
、
国
の
平
成
15
年
度
の
一
般
会
計
予

算
は
81
兆
７
８
９
１
億
円
と
な
り
、
前
年
度
よ
り
０
・

７
％
の
増
と
な
っ
て
い
ま
す
が
、
こ
の
う
ち
国
税
収
入

は
景
気
低
迷
と
先
行
減
税
に
よ
り
前
年
度
比
10
・
７
％

の
大
幅
減
と
見
込
む
一
方
、
こ
れ
を
補
て
ん
す
る
た
め

国
債
を
、
前
年
度
を
21
・
５
％
上
回
る
36
兆
４
４
５
０

億
円
と
し
、
財
政
の
健
全
化
に
向
け
て
緊
縮
型
の
予
算

と
し
な
が
ら
も
、
財
政
規
模
に
占
め
る
国
債
の
割
合

（
国
債
依
存
度
）
が
44
・
６
％
に
達
す
る
極
め
て
厳
し

い
予
算
と
な
っ
て
い
ま
す
。

東
京
都
は
、
一
般
会
計
の
予
算
規
模
を
５
兆
７
２
９

５
億
円
、
前
年
度
比
３
・
０
％
の
減
と
す
る
緊
縮
型
の

予
算
と
し
て
い
ま
す
。
都
税
収
入
は
前
年
度
比
３
・

１
％
減
の
３
兆
９
０
８
６
億
円
、
起
債
依
存
度
は
前
年

度
を
１
・
３
ポ
イ
ン
ト
上
回
り
、
７
・
６
％
と
な
っ
て

い
ま
す
。

こ
の
よ
う
に
、
平
成
15
年
度
は
引
き
続
き
厳
し
い
経

済
環
境
が
予
想
さ
れ
る
と
と
も
に
、
国
、
東
京
都
の
予

算
の
い
ず
れ
も
が
財
政
規
模
に
お
い
て
緊
縮
型
と
し
な

が
ら
、
起
債
へ
の
依
存
度
を
高
め
る
中
で
編
成
せ
ざ
る

を
得
な
い
状
況
と
な
っ
て
い
ま
す
。

三
鷹
市
に
お
い
て
も
、
こ
う
し
た
厳
し
い
経
済
・
財

政
環
境
に
あ
り
ま
す
が
、
一
方
で
平
成
14
年
度
に
お
け

る
設
備
投
資
に
よ
る
固
定
資
産
税
の
償
却
資
産
分
の
増

収
が
引
き
継
が
れ
る
ほ
か
、
税
制
改
正
に
よ
る
市
た
ば

こ
税
等
の
増
収
な
ど
に
よ
り
、
新
年
度
の
市
税
収
入
は

全
体
と
し
て
平
成
14
年
度
の
当
初
予
算
を
わ
ず
か
な
が

ら
上
回
る
も
の
と
見
込
ま
れ
ま
す
。
し
か
し
、
そ
の
ほ

か
の
経
常
的
一
般
財
源
で
あ
る
利
子
割
交
付
金
な
ど
の

大
幅
減
収
も
見
込
ま
れ
、
更
に
経
済
情
勢
は
今
後
と
も

予
断
を
許
さ
な
い
状
況
が
続
く
も
の
と
予
想
さ
れ
る
こ

と
か
ら
、
歳
入
全
体
と
し
て
は
平
成
14
年
度
に
も
増
し

て
厳
し
い
状
況
に
な
る
こ
と
が
見
込
ま
れ
て
い
ま
す
。

一
般
会
計
の
予
算
規
模
は
522
億
１
１
９
７
万
円
で
、

前
年
度
予
算
比
42
億
７
３
８
万
円
、
７
・
５
％
の
減
と

な
り
ま
し
た
。

◆
歳
入
予
算
（
内
訳
は
グ
ラ
フ
fl
参
照
）

市
税
お
よ
び
地
方
消
費
税
交
付
金
、
利
子
割
交
付
金

な
ど
の
経
常
的
一
般
財
源
は
、
見
込
み
う
る
す
べ
て
の

財
源
を
計
上
し
ま
し
た
。

国
庫
支
出
金
、都
支
出
金
な
ど
の
特
定
財
源
は
、歳
出

計
上
に
対
応
す
る
す
べ
て
の
財
源
を
計
上
し
ま
し
た
。

市
債
は
、減
税
補
て
ん
債
の
ほ
か
、歳
出
計
上
し
た
建

設
事
業
等
に
対
応
し
た
も
の
に
限
り
計
上
し
ま
し
た
。

積
立
基
金
は
、
歳
出
計
上
し
た
事
業
に
対
応
す
る
も

の
に
限
り
一
部
必
要
額
を
基
金
繰
入
金
に
計
上
し
ま
し

た
。こ

の
結
果
、
市
税
は
323
億
７
６
９
万
円
で
、
全
体
の

61
・
９
％
を
占
め
、
前
年
度
よ
り
５
４
４
２
万
円
、

０
・
２
％
の
増
と
な
り
ま
し
た
。
市
税
の
ほ
か
増
と
な
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て、くわしくは財政課
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合わせください

っ
た
も
の
は
、
使
用
料
お
よ
び
手
数
料
21
・
４
％
、
国

庫
支
出
金
10
・
６
％
な
ど
で
す
。
ま
た
減
と
な
っ
た
も

の
は
、
市
債
71
・
３
％
、
諸
収
入
59
・
２
％
、
財
産
収

入
54
・
９
％
、
繰
入
金
46
・
４
％
、
利
子
割
交
付
金

38
・
７
％
、
都
支
出
金
７
・
４
％
な
ど
で
す
。

◆
歳
出
予
算
（
内
訳
は
グ
ラ
フ
‡
を
参
照
）

歳
出
予
算
に
つ
い
て
は
、
義
務
的
経
費
、
準
義
務
的

経
費
お
よ
び
そ
の
ほ
か
裁
量
の
余
地
が
な
い
経
常
的
経

費
に
つ
い
て
通
年
分
を
計
上
し
ま
し
た
。ま
た
、一
般
的

行
政
経
費
の
う
ち
政
策
的
経
費
は
、
原
則
と
し
て
４
〜

６
月
の
３
カ
月
間
に
予
算
措
置
が
必
要
と
な
る
経
費
を

計
上
し
、
新
規
・
拡
充
事
業
お
よ
び
投
資
的
経
費
に
つ

い
て
は
、原
則
と
し
て
計
上
し
な
い
こ
と
と
し
ま
し
た
。

た
だ
し
、
住
民
基
本
台
帳
ネ
ッ
ト
ワ
U
ク
シ
ス
テ
ム

の
第
２
次
稼
働
関
係
費
、
市
立
保
育
園
延
長
保
育
拡
充

事
業
費
、歯
科
医
療
連
携
推
進
事
業
費
、就
職
面
接
会
事

業
費
、
中
小
企
業
無
利
子
緊
急
融
資
事
業
補
助
金
に
つ

い
て
は
、
新
規
・
拡
充
事
業
の
う
ち
補
正
対
応
で
は
時

期
を
逸
す
る
も
の
、
年
間
を
通
し
て
取
り
組
み
が
必
要

な
も
の
と
し
て
例
外
的
に
通
年
分
を
計
上
し
ま
し
た
。

ま
た
、
市
営
大
沢
住
宅
建
替
事
業
費
、
牟
礼
保
育
園

整
備
事
業
費
、
小
・
中
学
校
耐
震
補
強
工
事
費
な
ど
に

つ
い
て
は
、
投
資
的
経
費
の
う
ち
債
務
負
担
行
為
設
定

事
業
あ
る
い
は
国
・
都
補
助
事
業
で
新
年
度
早
期
の
段

階
か
ら
取
り
組
み
が
必
要
と
認
め
ら
れ
る
事
業
と
し
て

例
外
的
に
通
年
分
を
計
上
し
ま
し
た
。

こ
の
ほ
か
、
毎
年
度
実
施
し
て
い
る
道
路
・
学
校
な

ど
の
施
設
改
修
費
に
つ
い
て
は
、
４
〜
６
月
の
３
カ
月

間
に
予
算
措
置
が
必
要
と
な
る
経
費
を
一
部
計
上
し
ま

し
た
。

こ
の
結
果
、
商
工
費
32
・
６
％
、
公
債
費
24
・
０
％
、

土
木
費
22
・
３
％
、
農
林
費
21
・
５
％
、
労
働
費
19
・

５
％
、
衛
生
費
18
・
４
％
、
教
育
費
18
・
０
％
、
諸
支

出
金
６
・
８
％
、
総
務
費
６
・
１
％
、
消
防
費
３
・

７
％
、
議
会
費
１
・
２
％
が
前
年
度
と
比
較
し
て
減
と

な
り
、
予
備
費
２
５
７
８
・
６
％
、
民
生
費
１
・
５
％

が
前
年
度
と
比
較
し

て
増
と
な
り
ま
し

た
。

◆
留
保
財
源
に
つ
い

て
骨
格
予
算
と
し
て

編
成
し
た
歳
入
予
算

と
歳
出
予
算
の
差
額

に
つ
い
て
は
、
今
後
、

こ
の
骨
格
予
算
を
基

礎
に
通
常
の
年
間
予

算
と
す
る
た
め
の
補

正
の
留
保
財
源
と
し

て
、
予
備
費
に
一
括

し
て
計
上
し
ま
し

た
。

特
別
会
計
の
う
ち
下
水
道
事
業
特
別
会
計
お
よ
び
再

開
発
事
業
特
別
会
計
に
つ
い
て
は
、
一
般
会
計
と
同
様

の
考
え
方
に
よ
り
骨
格
予
算
と
し
て
編
成
す
る
こ
と
と

し
ま
し
た
が
、
保
険
な
ど
の
給
付
費
を
主
な
内
容
と
す

る
国
民
健
康
保
険
事
業
特
別
会
計
、
老
人
医
療
特
別
会

計
お
よ
び
介
護
保
険
事
業
特
別
会
計
、
並
び
に
施
設
の

管
理
運
営
費
を
主
体
と
す
る
老
人
保
健
施
設
事
業
特
別

会
計
の
４
会
計
に
つ
い
て
は
、
そ
の
内
容
が
義
務
的
経

費
、
準
義
務
的
経
費
ま
た
は
経
常
的
な
一
般
的
行
政
経

費
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
ま
た
受
託
水
道
事
業
特
別
会
計

に
つ
い
て
は
、
東
京
都
か
ら
の
受
託
事
業
を
そ
の
内
容

と
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
か
ら
通
常
予
算
と
し
て
編
成

す
る
こ
と
と
し
ま
し
た
。

◆
国
民
健
康
保
険
事
業
特
別
会
計
予
算

◇
予
算
規
模

129
億
７
９
４
６
万
円
で
、
前
年
度
予
算

比
13
億
712
万
円
、
11
・
２
％
の
増
と
な
っ
て
い
ま
す
。

◇
歳
出

保
険
給
付
費
が
77
億
９
０
７
３
万
円
と
な

り
、
前
年
度
予
算
比
13
億
５
７
８
５
万
円
、
21
・
１
％

の
増
と
な
り
ま
し
た
。

◇
歳
入

療
養
給
付
費
等
交
付
金
が
22
億
２
８
５
３
万

円
で
前
年
度
予
算
比
６
億
９
４
１
９
万
円
、
45
・
２
％

の
増
と
な
り
ま
し
た
。

◇
繰
入
金

歳
入
歳
出
の
結
果
、
前
年
度
予
算
比
１
億

６
７
６
４
万
円
、
７
・
２
％
の
増
と
な
り
ま
し
た
。

◆
下
水
道
事
業
特
別
会
計
予
算

◇
予
算
規
模

29
億
９
８
０
８
万
円
で
、
前
年
度
予
算

比
５
億
５
６
５
６
万
円
、
15
・
７
％
の
減
と
な
っ
て
い

ま
す
。

◇
歳
出

下
水

道
事
業
費
が
22

億
２
９
２
１
万

円
で
、
前
年
度

予
算
比
19
・

５
％
の
減
と
な

り
ま
し
た
。
こ

れ
は
、
建
設
事

業
に
お
い
て
、

井
の
頭
ポ
ン
プ

場
施
設
改
良
事

業
お
よ
び
井
の

頭
汚
水
圧
送
幹

線
切
替
事
業
が

前
年
度
よ
り
減

と
な
っ
た
こ
と

と
、
区
域
内
管

渠
等
整
備
工
事

な
ど
に
つ
い
て

骨
格
予
算
と
し

て
一
部
計
上
と

し
た
こ
と
な
ど

に
よ
る
も
の
で

す
。

◇
歳
入

下
水
道
事
業
費
の
減
に
対
応
し
て
国
庫
支
出

金
、
都
支
出
金
、
市
債
な
ど
が
減
と
な
っ
て
い
ま
す
。

◇
繰
入
金

歳
入
歳
出
の
結
果
、
前
年
度
予
算
比
０
・

９
％
の
減
と
な
り
ま
し
た
。

◆
再
開
発
事
業
特
別
会
計
予
算

◇
予
算
規
模

14
億
99
万
円
で
、
前
年
度
予
算
比
１
億

４
９
１
６
万
円
、
11
・
９
％
の
増
と
な
っ
て
い
ま
す
。

◇
歳
出

再
開
発
費
が
10
億
１
３
６
４
万
円
で
、
前
年

度
予
算
比
１
億
４
９
８
６
万
円
、
17
・
４
％
の
増
と
な

っ
て
い
ま
す
が
、
こ
れ
は
主
に
、
三
鷹
駅
南
口
駅
前
広

場
第
２
期
整
備
事
業
を
、
平
成
14
年
度
か
ら
新
年
度
に

か
け
て
中
断
す
る
こ
と
な
く
進
め
て
い
く
必
要
が
あ
る

こ
と
か
ら
、
当
初
予
算
に
計
上
し
た
こ
と
な
ど
に
よ
る

も
の
で
す
。

◇
歳
入

歳
出
の
関
連
歳
入
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

◆
老
人
医
療
特
別
会
計
予
算

◇
予
算
規
模

127
億
863
万
円
で
、
前
年
度
予
算
比
５
億

３
１
１
８
万
円
、
４
・
０
％
の
減
と
な
っ
て
い
ま
す
。

◇
歳
出

医
療
諸
費
が
前
年
度
予
算
比
４
・
０
％
の
減

と
な
っ
て
い
ま
す
。

◇
歳
入

歳
出
の
医
療
諸
費
に
対
応
し
た
国
・
都
・
市

に
よ
る
公
費
負
担
の
割
合
に
従
っ
て
い
ま
す
が
、
こ
の

予
算
で
は
、
歳
出
に
お
い
て
医
療
給
付
費
が
減
と
な
っ

た
こ
と
に
よ
り
、
市
負
担
で
あ
る
繰
入
金
を
含
め
公
費

負
担
は
減
と
な
り
ま
し
た
。

◆
老
人
保
健
施
設
事
業
特
別
会
計
予
算

◇
予
算
規
模

３
億
７
３
３
９
万
円
で
、
前
年
度
予
算

比
628
万
円
、
１
・
７
％
の
増
と
な
っ
て
い
ま
す
。
歳
入

歳
出
と
も
、
前
年
度
と
ほ
ぼ
同
様
の
内
容
で
す
。

◆
介
護
保
険
事
業
特
別
会
計
予
算

平
成
15
年
度
の
予
算
規
模
は
62
億
６
６
５
３
万
円

で
、
前
年
度
予
算
比
３
億
６
５
６
８
万
円
、
５
・
５
％

の
減
と
な
っ
て
い
ま
す
。
こ
れ
は
、
介
護
保
険
事
業
の

現
状
を
踏
ま
え
た
第
二
期
介
護
保
険
事
業
計
画
素
案
に

則
し
て
金
額
精
査
を
図
っ
た
こ
と
な
ど
に
よ
る
も
の
で

す
。な

お
、
現
在
実
施
し
て
い
る
低
所
得
者
に
対
す
る
訪

問
介
護
な
ど
の
利
用
者
負
担
軽
減
対
策
に
つ
い
て
は
、

国
制
度
と
の
整
合
性
を
図
り
な
が
ら
見
直
し
を
行
い
、

そ
の
対
象
事
業
と
し
て
訪
問
看
護
を
追
加
し
拡
充
す
る

ほ
か
、
新
た
に
、
一
律
の
保
険
料
負
担
が
困
難
な
方
に

つ
い
て
介
護
保
険
制
度
の
枠
内
で
保
険
料
の
軽
減
制
度

を
導
入
す
る
こ
と
に
し
て
い
ま
す
。

◆
受
託
水
道
事
業
特
別
会
計
予
算

◇
予
算
規
模

31
億
５
１
０
０
万
円
で
、
前
年
度
予
算

比
２
億
７
４
２
７
万
円
、
８
・
０
％
の
減
と
な
っ
て
い

ま
す
。

◇
歳
入

都
支
出
金
は
29
億
３
１
０
０
万
円
で
、
こ
れ

は
東
京
都
か
ら
の
委
託
金
で
、
主
に
こ
の
委
託
金
に
よ

り
、
三
鷹
市
が
歳
出
の
受
託
水
道
事
業
を
運
営
し
て
い

く
も
の
で
す
。

■
特
別
会
計
予
算

■
一
般
会
計
予
算

当
初
予
算
の
概
要

市
財
政
を
取
り
巻
く
環
境

平成15年度各会計別予算総括表 (単位:千円)

△7.5 
11.2 
△15.7 
11.9 
△4.0 
1.7 
△5.5 
△8.0 
△4.6 
△4.8

％△4,207,375 
1,307,123 
△556,566 
149,164 
△531,179 
6,281 

△365,684 
△274,270 
△4,472,506 
△4,361,982

56,419,350 
11,672,337 
3,554,642 
1,251,827 
13,239,812 
367,106 
6,632,214 
3,425,270 
96,562,558 
90,535,992

52,211,975 
12,979,460 
2,998,076 
1,400,991 
12,708,633 
373,387 
6,266,530 
3,151,000 
92,090,052 
86,174,010

一 般 会 計
国民健康保険事業特別会計
下 水 道 事 業 特 別 会 計
再 開 発 事 業 特 別 会 計
老 人 医 療 特 別 会 計
老人保健施設事業特別会計
介護保険事業特別会計
受託水道事業特別会計
総 計
純 計

会　　計　　別 平成15年度予算額 平成14年度予算額 増　△減

平
成
15
年
度
の
予
算
規
模
は
、
一
般
会
計
と
各
特
別

会
計
の
総
額
で
920
億
９
０
０
５
万
円
と
な
り
、
前
年
度

予
算
を
44
億
７
２
５
１
万
円
、
４
・
６
％
下
回
る
こ
と

に
な
り
ま
し
た
。
こ
れ
は
、
一
般
会
計
、
下
水
道
事
業

特
別
会
計
お
よ
び
再
開
発
事
業
特
別
会
計
の
３
会
計
を

骨
格
予
算
と
し
て
編
成
し
た
こ
と
が
主
な
要
因
で
す
。

ま
た
、
前
年
度
の
一
般
会
計
に
お
い
て
市
債
の
繰
上
償

還
費
を
計
上
し
て
い
た
と
い
う
特
殊
要
因
が
あ
っ
た
こ

と
な
ど
に
よ
る
も
の
で
す
。

国庫支出金国庫支出金
5858億69836983万4千円千円
11.211.2％

都支出金都支出金
4343億496496万7千円千円 8.2 8.2％

総務費総務費
7373億97269726万
5千円千円
14.214.2％

教育費教育費
6060億72397239万
5千円千円 
11.611.6％

平成15年度一般会計歳入予算款別内訳

平成15年度一般会計歳出予算款別内訳

市税市税
323323億768768万
7千円千円
61.961.9％

国庫支出金
58億6983万4千円
11.2％

都支出金
43億496万7千円 8.2％

地方消費税
交付金
16億8619万
7千円 3.2％

繰越金
15億円 2.9％

地方特例交付金
14億6600万円
2.8％

使用料及び手数料
9億2387万6千円
1.8％

市債 9億1590万円
1.8％

諸収入 8億2651万8千円 1.6％
繰入金 8億28万5千円 1.5％
分担金及び負担金 4億29万3千円 0.8％

地方譲与税 3億548万2千円 0.6％
自動車取得税交付金 3億2260万7千円 0.6％

利子割交付金 2億7649万3千円 0.5％
財産収入 2億1839万4千円 0.4％
地方交付税 6000万円 0.1％

交通安全対策特別
  交付金 2740万円
　　0.1％

特別地方
消費税交
付金 
　1千円
　0.0％

寄附金
　4万1千円
　0.0％

合　計
522億1197万
5千円
100.0％

合　計
522億1197万
5千円
100.0％

民生費民生費
203203億38883888万
7千円千円
　39.039.0％

総務費総務費
7373億97269726万
5千円千円
14.214.2％

教育費
60億7239万
5千円 
11.6％

公債費公債費
4343億40744074万5千円千円
8.38.3％

公債費
43億4074万5千円
8.3％

消防費
24億69万円 4.6％

予備費
13億3929万9千円 2.6％

諸支出金
6億4373万5千円 1.2％ 議会費 4億7654万8千円 0.9％

商工費 3億9319万1千円 0.7％
農林費 9933万6千円 0.2％
労働費 7836万2千円 0.1％

土木費土木費
4444億72577257万2千円千円
8.68.6％

土木費
44億7257万2千円
8.6％ 総務費

73億9726万
5千円
14.2％

衛生費衛生費
4141億58955895万円万円 8.0 8.0％
衛生費
41億5895万円 8.0％

市税
323億768万
7千円
61.9％

民生費
203億3888万
7千円
　39.0％

平成15年度当初予算案平成15年度当初予算案平成15年度当初予算案平成15年度当初予算案平成15年度当初予算案平成15年度当初予算案平成15年度当初予算案平成15年度当初予算案平成15年度当初予算案平成15年度当初予算案平成15年度当初予算案平成15年度当初予算案平成15年度当初予算案平成15年度当初予算案平成15年度当初予算案平成15年度当初予算案平成15年度当初予算案

グラフ①

グラフ②


